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気候変化協約への韓国の対応について (1)

… CGEモデルを用いた炭素税の効果分析-

義 正 賢

Ⅰ は じ め に

21世紀は環境の世紀とも呼んでもよいほど環境が様々な部門とかかわってお

り,その重要性を増 している｡1866年 swedenの科学者 SantaArrheniusは

彼の地球温暖化理論に基づき,二酸化炭素排出が地球温暖化を引き起こすと警

告 した｡約140年が過ぎた現在,世界は気候問題の深刻さを認め始めた｡産業

革命以後,大量生産と消費を通じて,資源の無分別な使用が行われたが,その

結果,C02などの温室ガス排出の増加がもたらされ,現在,人類はそれに対

する処方案の模索に努めている｡ 特に1997年第3次当事国総会で採択された京

都議定書によってアメリカ,日本,EU など先進国らと乗ヨーロッパ及びロシ

アなどは第 1次公約期間 (2008-2012年)に温室ガス排出を1990年に比べ平均

5.2%を削減することを決め,義務減縮のための市場機能の活用のために清浄

開発体制 (CDM:CleanDevelopmentMechanisrn),共 同移行 (JI:Joint

lmplementation)そして排出権取引制 (ET:EmissionTrading)など,京都

メカニズムの導入が採択された｡ しかし,アメリカとオーストラリアの加入反

対,ロシアの承認遅滞,先進国と途上国の意見衝突が表面化されて7年の間,

発散できていない実情であった｡それが2004年ロシアの批准同意で2005年 2月

16日,正式に発散することになって世界 9位の温室ガス排出国である韓国を逮

上国の地位として認めることに反対する国際社会の圧力がもっと激しくなると

予想される｡
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韓国は1992年,地球環境対策機構を設立し,気候変化などの地球環境問題に

関心を持つようになった｡気候変化協約に限定すれば1998年,関係長官会議な

ど政府対策機構を構成して温室ガスの削減政策が樹立し,実施され始めた｡そ

の後,1999-2001年に推進された第1次総合対策,2002-2004年の第2次総合対

莱,そして2005年から2007年まで推進される予定である第3次総合対策を2005

年2月に発表する予定である｡ 第3次総合対策には炭素税の導入,2006年から

排出権取引制度の模範実施などの内容が含まれている｡これは既存の総合対策

とは違う具体的な政策実施を目的にしており,このような気候変化協約の全地

球的環境問題に関して積極的で至急な対策の必要な状態になっているというこ

とを意味するものである｡ このような気候変化協約は危機ではなく機会に認識

されれば,韓国の全体的な社会システムを点検 して改善するよいきっかけにす

ることができる｡ 例えば,炭素税を導入するためには多くの考慮が必要である｡

租税改革に対する全般的な検討が先行されなければならないし,また税収入の

活用に関する研究も行わなければならない｡これは社会の波及効果をもたらし

て全般的な社会制度を改善する政策に移行することができる｡ また,気候変化

に対する政府間パネル (IPPC:InternationalPanelonClimateChange)が気

候変化に対する最適方案として適応 (Adaptation)1)を強調 しているように生

活の質に対しても認識を切り替えて基本的な生活基盤を再整備する機会にしな

ければならないであろう｡ 以上のような背景から本研究は気候変化協約に対応

できる温室ガス削減政策のひとつである炭素税の効果を分析する｡ このような

炭素税は化石燃料の燃焼量に比例して発生するCO2排出 トン当たり一定金額

を賦課する規制方法である｡分析手段としては演算一般均衡分析 (Comロutable

GeneralEquilibriumModel)を用いて各産業及びエネルギー消費に及ぼす影

響を分析する｡そして炭素税を計算し,また,炭素税の導入に伴う否定的な影

響を緩和する政策として生産間接税の軽減という手段の導入が及ぼす影響も分

1) 適応 (Adaptation)は気候変化と関連して現れる可能性がある否定的な結果を改善するための

広義のすべての手段を言う｡
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析する｡

第177巻 第2号

ⅠⅠ モ デ ル

CGE (ComputableGeneralEquilibrium)モデルは抽象的な一般均衡モデル

に生産技術,選好関係,生産要素,政府の経済政策などについての具体的な仮

定を導入して経済の一般均衡を措 く方程式体系に表現される｡したがって,

CGEモデルは一般均衡理論,すなわち一般均衡理論の現実的な形であると見

なされる｡CGEモデルは多くの研究者によって経済政策あるいは制度変化に

よる経済的致采を一般均衡的な観点から分析できる有用な道具として評価され

ている｡

本論文で利用 しているモデルは基本的に Dervis,DeMeloandRobinson

[1982]の標準 CGEモデルを利用 している｡また,環境的な要素としてエネ

ルギーの聞及びエネルギー ･労動 ･資本間の代替を適用させており,炭素税及

びCO2排出量の正式化をモデルに組み入れた｡そして賃金の硬直性を考慮 し

て平均賃金を固定して労動市場の均衡は内生化された失業率によって調整され

る｡以下では分析に利用されたモデルの構造及び方程式体系について述べる｡

1 モデルの体系2)

本モデルの生産部門は16個の産業で構成されている｡ そのうち,12個の産業

部門は,財とサービスを生産し,13-16部門はエネルギーの供給及び分配を遂

行する｡ すべての産業は規模に対する収獲一定の技術を持ち,生産量を所与の

ものにして中間投入と生産要素投入 (労動,資本)及びエわ レギーを投入 (石

炭,石油,ガス,電力)して費用最小化の原則に従って生産活動を行うと仮定

する｡ 第 1図はモデルの生産構造を表している｡ 各生産部門は3段階の階層型

の生産関数を持っていると仮定される｡ まず,労動と資本はコブ･ダグラス関

数によって労動 ･資本合成財 (杭4)に結合される｡ 同じ方式で生産に必要な

2) 以下のモデルの方程式は,黄愛珍 [2004〕のモデルを少 し修正 したものである｡
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第 1図 モデルの生産構造

第2回 需要と供給の構造

エネルギー合成財はコブ ･ダグラス関数によって石炭,石油,ガス,電力が投

入されてエネルギー合成財 (E)に結合される｡ 第 2に,労動資本合成財

(vA)とエネルギー合成財 (E)がCES関数に従って生産要素合成財 (EVA)

に結合され,最後に生産要素合成財 (E杭4)と中間材 (INT)との間にレオ

ンティエプ生産関数による生産財 (Q)の生産が行われる｡

第2回は需要と供給の構造を表している｡ 3段階の階層型の生産関数によっ
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て生産された財貨 (Q)はCET型の関数によって国内財と輸出財に分けられ

る｡ また,輸入財 と国内財はアミントン仮定に従い,CES関数によって総供

給 (Z)に結合される3)｡そして総供給の合成財 (Z)は総需要と均衡を保ち,

総需要は家計消費 ･政府消費 ･投資消費 ･在庫消費の最終需要と生産部門の中

間材の投入から需要される｡

2 生 産 部 門

ここでは生産関数及び要素需要について説明する｡ 方程式(1)は生産技術を

表しており,(2),(3)はそれぞれ労動 ｡資本合成財とエネルギー合成財の需

要を定義する式である｡ また,(4),(5),(6)は労動需要 ･資本需要 ･エネ

ルギー需要を表 している｡

Qi-ACilwiVA㌢+(ト wi)E,P,]去

VAZ-ACLPPllwi驚 r'Qi

Ez･-ACE"[(1--)葦 粁 QI

Ki-A,,1[了覧]lNα'[%｢'vAi
Ll- Al-1[豊]α'[% ]α'vAi

Fji-% pF,-,=63[% ]Ei

cTl:代替弾力性
(i)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

3) アミントン仮定は国内財と輸入財は不完全代替財であり,輸入財と完全同質的な財は国内では

生産されないという意味を持っているoまた,輸出財は国内で消費しないO従って,一つの財は

国内財,輸出財,輸入財の3種類の商品が存在するO
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Q,:第i財の総産出,ACE:CES塑生産関数のシフトパラメーター

帆 :CES型生産関数のシェアパラメーター,pi:CES塑生産関数の指数
vA,I:第i財の労働 ･資本合成財,E,:第i財のエネルギー合成財

PEVA,:部門よの生産要素合成財価格 (エれレギー投入を含む)

PVA,:部門iの労働 ･資本合成財価格,PEi:部門才のエネ)I,ギー合成財価格

K,:部門iの資本投入,Ll:部門才の労働投入

A.:労働と資本の合成生産関数のシフトパラメーター

α,:労働と資本の合成生産関数のシェアパラメーター
pli:部門iの賃金率,rk,:部門よの資本収益率,PF, :第j種類のエネルギー価格

F,,･:部門iに投入される第j種類のエれレギー投入量

レij:エネルギー合成関数のシェアパラメーター

B,･.'ェネルギー合成関数のシフトパラメーター

3 貿易 部 門

このモデルでは貿易について2つの仮定を取 り入れている｡ 1つはアミント

ンの仮定である｡つまり,輸入財と国内財を同一財 として取 り扱わず,非完全

代替財であると仮定する｡もう1つは,小国の仮定である｡すなわち,輸入と

輸出の世界価格は外部で決められると仮定される｡

zi-ADilpiMI,与 (1-p,,Di-Cz]f ri- 普 (7)

･i-[了霊¢'[%]¢'DI
Qi-ATilrz･Eガ +(ト γi)DIP･]i ∂,-誓

EXi-[誓日豊]り'D,･ (10)

Z,:第i財の輸入と国内財の合成量,M,:第i財の輸入量,EX,A:第i財の輸出量

D,:第i財の国内財の量,PD,:第i国内財の価格,pM,:第i輸入財の国内価格

PEX,:第i輸出財の国内価格
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AD,:輸入需要関数における合成財iに関するシフトパラメーター

p,:輸入需要関数における合成財 iに関するシェアパラメータ一

画 :輸入需要関数における輸入と国内財との間の代替弾力性

ぐ,:輸入需要関数の指数,∂i:輸出供給関数の指数

AT,:輸出供給関数における総産出に関するシフトパラメーター

γ,:輸出供給関数における総産出に関するシェアパラメーター

77,:輸出供給関数における輸出財と国内財との間の代替弾力性

4 価 格 部 門

方程式(ll)と(12)は輸入財の国内価格と輸出財の国内価格を定義している｡

方程式(13)は合成財 Zを(14)は合成財 Qの価格である｡ また,(15)が産業部

門のネット価格(16)が労動 ･資本合成財の価格(17)がエわ レギー合成財価格を

表している｡ そして,方程式(18)と(19)は各産業部門の労動所得 (賃金)と資

本価格 (資本収益率)を定義 している｡方程式(20)と(21)は第i財の消費者価

格についての方程式である｡方程式(20)はエネルギー以外の財の消費者価格で

あり,(21)は各エネルギーの消費者価格である｡ 方程式(22)は各生産部門の資

本財価格 を定義 しており, (23)は GDPデフレーターを名目 GDP と実質

GDPとの比率として定義 している｡

PM.-(1+tmi)PWMiER

PEXi-(1+te,.)PWEXiER

PL･-(PMZMi+PDiD,)/Zi

Ps t-(PEXiEXi+PDiDi)/Qi

12
PEVA,-Pst(1-iia.ri)-∑a,.jPj

∫-1

pvAi-去[豊]a'[豊]1Lα'

pEi-i,当2[慧レ"
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Pli-WldistiWl
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PC.-Pi i-1-12
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tm,:第i財の輸入税率,PWM.:第i輸入財の世界価格,ER.'為替レー ト

te,:輸出補助率,PWEX,:第i輸出財の世界価格,P,:第i財の合成価格

Pst:第i財 (国内財)の販売価格,itax,:生産間接税率,PK,:資本財価格

a":部門iに投入される第J財の投入量,PC,:第i財の消費者価格

wldist,:賃金の部門間調整係数,wkdist,:資本収益率の部門間調整係数

uJl:平均賃金率,wk:平均資本収益率,PF,:第j種類エネルギーの消費価格

bbJ,:固定資本形成係数,PINDEX:GDPデフレーター,Y:名目GDP

RY.一実質GDP

5 所 得 部 門

所得部門は国民所得及び所得に分配に関する方程式である｡ 方程式 (24)と

(25)はそれぞれ名目GDPと実質 GDPを表している｡ そして,方程式(26)と

(27)は各産業部門の労働所得と資本所得である｡

(29)は家計所得,(30)は政府の総所得である｡

Y-∑PVA.Vat+INDT+TAIUFF

(28)は産業のネット所得を

(24)

RY-∑[C,+Gi+Ii+INVENTi
+EXZA(1-ie,)-Mi(1-tmi)]

YL,-PliLi

YKi-rkiKi

TENT-∑YK,I+GSUBE-ESAV-ETAX-DEPR
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YH-∑YL,+GSUBH+VENT+ERREMIT
i

YG-TARIFF+INDT+HTAX+ETAX

+ERFBOR+RCTOT

(29)

(30)

INDT:生産間接税収入,TARIFF:輸入税収入,INVENT,:第i財の在庫投資,

C,:第i財の家計消費,Gt:第 i財の政府消費,I,･:第 i財の投資消費

YL,:部門才の労働所得,YK,:部門iの資本所得,TENT:企業のネット所得

YH:家計の総所得,YG:政府の総収入,FBOR:対外純借入

RCTOT:炭素税収入,GSUBE:政府から産業部門への所得移転

GSUBH:政府から家計への所得移転,REMIT:海外からの純送金

ESAV:産業部門の総貯蓄,HTAX:家計の所得税収入

ETAX:産業部門が政府に支払った租税収入,DEPR:固定資本ストックの減価償却

6 租税及び貯蓄部門

まず,方程式(31)は家計の貯蓄であり,(32)は企業の貯蓄方程式である｡ 方

程式(33)は総貯蓄を表 している｡ そして,方程式(34)から(39)までは,それぞ

れ輸入税,生産間接税,家計所得税,減価償却率を定義 している｡

HSAV-YH(1-htr)mPs (31)

DSAV-esr(∑YKi+GSUBE-ETAX-DEPR) (32)
1

TSAV-HSAV+GSAV+ESAV+DEPR+ERFSAV (33)

TARIFF-∑tmlPWMiERM,
i

INDT-∑itaxiPSIQi
i

HTAX=htrYH

ETAX-etr(∑YK,+GSUBE-DEPR)∫

DEPR-∑ieiPK,Ki

(34)

(35)

(36)

(37)

(38)
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HSAV:家計貯蓄,TSAV:総貯蓄,GSAV:政府貯蓄,FSAV:海外貯蓄

htr:家計所得税率,mos:家計の限界貯蓄性向,esr:産業部門の貯蓄率

etr:産業部門の法人税率,E,:減価償却率

7 支 出 部 門

支出部門では各経済主体の財に対する需要を説明する｡ まず,(39)は家計需

要を(40)は政府の最終需要についての方程式である｡ 方程式(41)と(42)は,そ

れぞれ一般産業部門とエネルギー産業部門の中間財投入量を示 している｡ 方程

式(43)から(46)重では,在庫需要,名目総固定資本投資,名目投資,投資需要

を表している｡

C=β,YH(1-htr)(1-mPs)
PCl

G1-geXShiG

16
INT2･-∑ aijQJ
J-1

16
INTi-EFij
∫-1

INVENTl-rink),Q,

FXDINV-INVEST-∑PiINVENTr BSPLUS

PKiDKi-kshriFXDINV

Ii-∑bbijDKj
J

)

)
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β,:消費財iの限界予算シェア,G:政府総支出,INT,:部門才の中間投入

gexsh,･:政府総支出におけるi財への支出シェア,FXDINV:名目総固定資本投資

rinリ,:総産出単位あたりの第i財の在庫量,INVEST:名目総投資

BSPLUS:経常収支黒字,DK,:部門iに分配される固定資本投資

kshri:総固定資本投資における部門iのシェアパラメーター
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8 エネルギー･環境部門

本モデルでは炭素税が従量税方式に賦課される致采を調べるために,まず炭

素量を計算 して(47)それに基づき,C0 2の排出量を計算する(48)｡ そして,

方程式(49)は炭素税収入であり,(50)は各化石燃料の消費者価格を定義 してい

る｡(51)は従量税に賦課された炭素税を従価税に変換させる方程式である｡

16
CARBONj-rC,(∑F,･i+C,I)

i=l

CO2-∑7TO,CARBONj
∫

RCTOT-TC∑CARBONJ･
)

pFj-P,ll･-rf ]-P,･(i･tfj,

症-
rc,･TC
Pj

(47)

(48)

(49)

(50)

(51)

CARBON, :国内で使用される第jエネルギーの総炭素含有量

rc,:第jエネルギーの炭素含有率,7T:転換係数,8,:燃料効率,TC:炭素税

tf,:第j種類の一次エネルギーの消費単位当たりの炭素税 (徒価税)

9 市 場 均 衡

ここでは市場均衡条件及びマクロ均衡条件を示している｡ まず,(52)は財市

場の需要 ･供給の均衡式である｡ 方程式(53)と(54)は生産要素市場での労動市

場と資本市場の需給均衡を表 している｡ また,方程式(55)から(57)までは,マ

クロ均衡条件を示しているもので,それぞれ政府の予算均衡式,経常収支均衡

求,貯蓄 一投資均衡の方程式である｡

Zi-INTi+C,+Gi+Ii+INVENTi

∑Li-LS(1-runemP)
∫

∑K,･-KS
f
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YG-EPiGl+GSUBE+GSUBH+GJAV
i

BSPLUS-∑PWEXiEXi-∑PWMiMi+QEMIT
Z

+FBOR+FSAV

TSAV=INVEST

LS:総労働供給,KS:総資本供給,runemp:失業率

(55)

10 社会効用部門

一般的に政策実施 による社会的効用への影響 を判断する尺度 として Hick-

sian等価変分が用いられる｡ 式(58)のEVは基準年 (政策実施前)の所得 と

消費者価格を所与 として,政策実施後,新 しい均衡に達 した際,新 しい効用 を

得るためには消費者の所得が どの くらい変化する必要があるかを基準に計測す

る尺度である｡EVが (+)ならば,社会的効用は改善 を (-)ならば,社会

的効用が悪 くなることを意味する｡

EV-EXP(Un,PCb)-EXP(Ub,pcb)

-∑PCEbC,n-∑PCibCib
l i

EXP(Un,PCb):消費者価格を基準年の価格 (PCb)で不変として,政策実施後の

効用 (Un)を達成するために必要な所得を示す支出関数

EXP(Ub,pcb):消費者価格を基準年の価格 (PCb)で不変として,政策実施前の

効用 (Ub) を達成するために必要な所得を示す支出関数

pcib:基準年における第i財の消費者価格,Cib:基準年における第i財の消費量
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